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 「メディアはメッセージ」というマーシャル・マクルーハンの言葉は、媒体

（形・業態）はコンテンツ（内容・事業）を規定するということだ。従って、

古い業態、古い業法や遅れた業界の慣習などの業態（インフラ）を基礎にして

いる事業（コンテンツ）は衰退に向かうことになる。船というインフラが沈下

しつつあるとき、生存しようとする企業は古い業界の考え方、古い習慣から脱

出しなければならない。沈みつつある船上での改善ではなく、古い船から脱出

し、新しい業態への転換を含めた、根本的な経営の改革が必要となる。 
 

2015 年ウェブ市場の物品売上高は 7 兆 2 千億円となり、全国百貨店の売上

高 6兆 8千億円を超えた。世界最大の金融機関ウェルズファーゴの業務はフィ

ンテック企業のサービスによってアンバンドリングされ、将来は資金インフラ

の提供のみになるのではないかと恐れられている。1960 年の初め林周二教授

の著された“流通革命”はその後の流通業界の変化を的確にとらえた。事業そ

のものに着目、集中した経営を忘れてはならない。 

金融、建設、マスコミなど…その業態が旧態となりつつある事業体は多い。

その企業の事業自体は古くはなく有望であっても、業態が旧態となりつつある

事業である。旧態とは、行政依存、省力化不足、外注依存、人手不足、遅 IT化、

紙媒体依存などの現象である。 
 

この業態（インフラ）と事業（コンテンツ）に関して、元ボストンコンサル

ティングの堀紘一氏が社訓・企業理念に関する本で明確に語られていた。 

1980年台、アメリカ企業は、日本企業との競争に勝てなくなっていた。日本

の小刻みな商品改良と生産管理は、労働者の意欲的活動も加わって世界を席巻

した。これに対し、アメリカは官民あげて取組み、「カンバンシステム」と「整

理整頓」がカギだと悟った。しかし、日本との競争のためにアメリカの労働者

にこれらを導入することは困難を極めた。そこで、コンピュータ化によりこの

二つのコンセプトに取り組んだが、成果は不充分であった。 
 

そのとき、「二つのカギ」が見つかった。 

第一のカギは「情報化」であり、当時アメリカ軍の通信手段として、開発され

たインターネットの活用であった。 

第二のカギは、「企業の社会的責任」であった。日本が私利私欲を追求するバブ

ルの時代、アメリカはこの二つの方法によって日本を凌駕することとなった。 

それは、まさに古い業態の中にいる日本と IT を中心にした情報化及び企業の

社会的責任の認識という新しい企業経営によるアメリカとの戦いであった。結

果は古い業態に立つ日本が 20年間の空白という遅れをとることとなった。 

 

 


